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研究成果の概要（和文）：本研究は、日系企業に焦点を当て、企業がグローバル展開する際のHRMがどのように
形成・発展し、その影響下にある従業員にいかなる効果を及ぼすのかについて、進出国並びに地域別の共通点と
相違点に着目しながら解明することを試みた研究である。本研究は、「HRMの内容及びその形成プロセスについ
ての質的研究」と「HRMと従業員態度・行動の関係についての量的研究」という二つの課題を解明するかたちで
進められた。本研究成果は、国内外の学会報告、査読誌、国内外書籍の形で発表された。

研究成果の概要（英文）：This research project focused on Japanese companies, and aimed to clarify 
how HRM forms and develops when companies expand internationally. It also sought to investigate the 
impact that HRM has on employee morals and behavior, focusing on the similarities and differences 
between the countries and regions in which companies operate. The research was divided into two 
subprojects: a qualitative study on the content of HRM and its formation process, and a quantitative
 study on the relationship between HRM and employee attitudes and behavior. The major findings of 
this research project have been presented at international and domestic academic conferences and 
have been published in Japanese academic journals, as well as English and Japanese scholarly books.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究によって、異なる環境下におけるHRM多様性の実態とその要因を動態的に把握することが可能となった。
そして、HRM形成にいかなる特殊性と一般性が存在しているのかを解明できた。また、進出国毎のHRMが持つ効果
を明らかにしたことにより、その影響について国ごとの相違点と同時に共通点が多いことも明らかになった。こ
れらの解明事項から、HRMシステムが形成されるダイナミズムの詳細を明らかにした上で、それが機能するメカ
ニズムを解明することができた。既存研究では、これらについて条件を特定した上で厳密に分析を行った研究は
少ないことから、重要な意義があると考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
ＨＲＭの展開に関する国際比較研究は、個別施策の展開状況を比較する個別アプローチやＨ

ＲＭシステム間の比較を行うシステム・アプローチなどによって取り組まれてきた。 
個別アプローチ研究では、日米独企業の昇進制度や昇進ペースに関する比較（本田，2001）、

日米企業の昇進過程におけるキャリアの幅の違いに関する比較（小池，2005）、賃金制度比較(須
田，2007)、人事考課制度比較(木元，1994)、成果主義施策の比較（正亀，2007）など多くの
研究がなされてきた。また、システム・アプローチとしては、青木(1992)、浅沼(1997)は、理
念型としての日本企業と米国企業の比較を通じて、各々の HRM システムの合理性を説明する
ことに成功した研究（青木，1992；浅沼，1997）や、日米英仏独など主要欧州各国の HRM シ
ステムの比較分析を演繹的に導出したモデルを用いて、システム多様性を視野に入れた分類と
各々のシステムの合理性を説明した研究（Marsden，1999）などが存在する。Marsden(1999)
はまた、各 HRM システムが継続的社会ルールに拘束されることに言及し、制度の多様性が一
時点における合理性ではなく、社会によって共有される既存の雇用慣行に影響されると主張し
た。 
 こうして明らかにされた HRM は、従業員の心的態度や行動を予測するものである。組織行
動論に基づいた HRM 研究においては、HRM と従業員の心的態度、業績に寄与する従業員行
動の関係を特定化することが試みられてきた。例えば、Sun et al(2007)は、HRM と生産性や
従業員行動の関係を分析し、雇用の保障、積極的な教育訓練などで構成されるハイパフォーマ
ンス型 HRM 施策が従業員行動に影響を与えている事、その関係に事業戦略が媒介効果を及ぼ
している事を明らかにした。同様に、Nishi et al(2008)や Gong et al(2010)なども、HRM が情
緒的コミットメントや職務満足を媒介し、従業員行動に影響を与えている事を指摘した。 
 しかし、既存研究においては、HRM の展開に関する国際比較のように、国別の差異が明確
にされていない。そのため、「各国の HRM 施策が従業員行動に影響を及ぼすメカニズムには、
いかなる違いが存在するのか？」という問いに十分な説明ができない状況にある。そこで、こ
の説明が十分に行われていない部分を解明する必要があると考えられる。 
 
２．研究の目的 
本研究では、日系企業という同一資本国籍の企業を取り上げ、この日系企業が中国や ASEAN

においていかなる HRM を形成し、それぞれの施策が従業員の心的態度や業績に寄与する従業
員行動に与える影響の差異を明らかにする事を目的として実施された。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、「HRM の内容及びその形成プロセスについての質的研究」と「HRM と従業員
態度・行動の関係についての量的研究」の二つを中心に実施された。「HRM の内容及びその形
成プロセスについての質的研究」については、日本・中国・タイ・ベトナム・マレーシアを対
象に行った。中華人民共和国は上海・広州、タイはバンコク周辺およびチョンブリ県、ラヨン
県の工業団地、マレーシアはペナン州の工業団地、ベトナムはホーチミン特別市およびその周
辺の各省において実施した。主に製造業を中心に行われたが、平行して近年日本から進出著し
い医療・介護分野へも調査を拡大した。 
 「HRM と従業員態度・行動の関係についての量的研究」については、自動車、機械、電機
部品産業従業員を対象にしたサーベイの実施が可能となった日本・中国・タイを対象に実施さ
れた。収集したデータは、多母集団同時因子分析（multiple group structural equation 
modeling）など、異なる集団の比較を可能とする手法で検討が行われた。 
 
４．研究成果 
（1）HRM の内容及びその形成プロセスについての質的研究 
 日系企業という同一資本国籍を対象にした調査において、中国・タイ・ベトナムなどではそ
れぞれ形成される HRM には、共通点と差異があることが明らかにされた。共通点は、製造技
術とのインターフェースが強いところで、技能形成など教育に関わる部分では共通する要素が
多く見られた。一方、賃金制度、休日や休暇などの福利厚生制度、ホワイトカラーの評価制度
などにおいては、国別の差異があることが認められた。 
 さらに、輸送機器を扱う同一企業を対象にした調査においても、同様の結果が確認された。
同時に、その形成プロセスには、人事労務担当者のローカル化が大きく関係していることが明
らかにされた。具体的には、以下のような段階が確認された。まず、執行レベルの責任者（部
長級）が駐在員の場合には、日本本社や日本の人事制度の考え方の影響が強く、大きな差異は
生まれにくい。つぎに、同レベルポジションに現地スタッフが就任すると、現地の雇用慣行や
社会特性を重視し、HRM のローカライズが進行する。その結果、同一企業においても、進出
国別の差異が拡大する傾向にあることが明らかにされた。 
 
（2）HRM と従業員態度・行動の関係についての量的研究 
量的研究における比較分析の結果、各国モデルの共通点として以下の二点が明らかにされた。

第一に、業績主義施策（performance-based system）が各国とも改善行動に影響を与えていた点
である。第二に、各国とも雇用保障施策（job security）が組織市民行動と改善行動に影響を与



えていた点である。 
つづいて、各国モデルの相違点として、以下の四点があげられた。第一に、教育訓練施策

（educational training）の持つ影響の違いである。日本では、教育訓練施策が従業員行動に与え
る影響が確認されなかった。タイでは教育訓練施策が職務行動に与える影響が確認された。ま
た中国では教育訓練施策が従業員行動の一部である職務行動に与える影響は確認されなかった
が、組織市民行動や改善行動への影響が確認された。第二に、業績主義施策の持つ影響につい
てである。日本とタイでは、業績主義施策が改善行動へのみ影響を持つのに対し、中国ではす
べての従業員行動に影響を与えていた。第三に、WLB 施策（work life balance）の持つ影響につ
いてである。タイ１国だけが WLB が従業員行動（組織市民行動）に影響を与えていた。他の
国では、WLB が従業員行動に与える影響は確認されなかった。第四に、雇用保障施策の持つ影
響についてである。タイ 1 国のみ、雇用保障施策は職務行動に影響を与えていなかった。 
また、雇用保障が組織市民行動に与える影響について、タイと中国でその強さに差があるこ

とが明らかにされた。特に中国に関しては、タイと比較して雇用保障施策が組織市民行動に与
える影響が強いことが確認された。これらの共通点ならびに相違点を総合すると、企業にとっ
て望ましい従業員行動を促進するためには、国の違いにかかわらず有効に機能する施策を強化
した上で、国別に適切な施策を選択して、強化する必要があると考えられる。 
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